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Ⅰ.　予算のポイント

○

○

28年度
29年度
30年度
1年度
2年度
3年度
4年度
5年度
6年度
7年度
8年度

▲ 503 ▲ 9.5

総　　　 　計 39,642 38,446 1,196 3.1

特別会計・企業会計を加えた全会計では、対前年度比
３．１％増の３９６億４千２百万円を計上しています。

一 般 会 計 24,220 22,580 1,640 7.3

特 別 会 計 10,655 10,596 59 0.6

企 業 会 計 4,767 5,270

予　算　規　模
（単位：百万円、％）

一般会計の令和８年度予算額は２４２億２千万円で、前
年度と比べ１６億４千万円（７．３％）の増となり、過去最
大の予算規模となりました。

会　　　　 計
8年度

当初予算額
7年度

当初予算額
比較増減 増減率

28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

当初予算額 16,895 17,229 16,098 16,402 16,967 16,979 17,662 18,824 21,144 22,580 24,220

増減率（％） 9.3 2.0 -6.6 1.9 3.4 0.1 4.0 6.6 12.3 6.8 7.3
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一般会計予算規模の推移
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Ⅱ.　予算編成方針の概要

○

○

○

○

○

「賃上げと投資が牽引する成長型経済」への移行を確実なものとするよう、物価上昇を上回る賃上げを起点
として、国民の所得と経済全体の生産性を向上させます。地域の中堅・中小企業の最低賃金を含む賃上げ
の環境整備として、適切な価格転嫁や生産性向上、経営基盤を強化する事業承継・Ｍ＆Ａを後押しするな
ど、施策を総動員します。

我が国経済は、緩やかに回復している一方で、米国の関税措置等の影響、物価上昇の継続が個人消費に
及ぼす影響に伴う下振れリスクには、注意する必要があります。
米国の関税措置への対応や当面の物価高への対応を始め、経済財政運営に万全を期します。引き続き、
経済・物価動向に応じた機動的な政策対応を行っていきます。

阿見町第7次総合計画前期基本計画に定めた施策を着実に推進しながらも、市制施行に向け将来に過度
な負担を残さないよう、財政の健全化の維持を優先すべき目標とする。緻密な情報収集を行い、税収入、補
助金・交付金、交付税措置のある地方債といった財源の確保に努める一方、その限られた財源を効果的に
配分するために、各種施策においても時代に合わせた新陳代謝を行う必要があります。

来年度の町税収入については、引き続き荒川本郷地区やよしわら地区の開発に伴う人口増・建物増によ
り、増収が見込まれています。

歳出面では、市制施行に向けた職員増や人事院勧告による人件費の増、制度改正やサービスの広がりに
よる福祉・介護等の扶助費の増といった義務的経費の増が著しく、それに加え物価高騰により需用費や委
託料などの物件費も増えており、経常経費は急激に増加しています。経常経費の抑制・削減が危急の課題
であり、現実的な方策を伴って全庁的に取り組まざるを得ない状況となっています。

国の状況・動向

町の状況・方針
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Ⅲ.　予算の姿

総額

一般会計予算の概要
対前年度

1,640百万円（+7.3％）２４２億２千万円

2,310

1,201

1,556

1,869

4,011

434
1,142

2,063

9,634

歳 入
町税 対前年度 +228百万円（+2.4％）

個人町民税の増等により増となりました。

地方譲与税・地方消費税交付金等
対前年度 +174百万円（+9.2％）

地方消費税交付金、地方特例交付金の増等により増と

なりました。

地方交付税 対前年度 +232百万円（+25.5％)
普通交付税の増により増となりました。

384

1,595

5,261

809

2,386

459
357

1,445

8,918

2,421

183

歳 出
議会費 対前年度 +9百万円（+5.4％）

総務費 対前年度 ▲43百万円（▲1.7%）
住民情報ネットワーク運営事業の減等により減となり

ました。

民生費 対前年度 ▲357百万円（▲3.8％）
子育て支援総合センター整備事業の皆減等により減と

なりました。

県支出金 対前年度 +315百万円(+20.3％)
給食費負担軽減交付金の皆増等により増となりました。

分担金・負担金，使用料・手数料

国庫支出金 対前年度 +555百万円(+16.1％)
施設型給付費負担金や民生安定施設整備事業補助金

の増等により増となりました。

繰入金 対前年度 +38百万円（+2.5％）
公共公益施設整備基金繰入金の増等により増となりまし

た。

町債 対前年度 +13百万円（+0.6％）
学校施設整備事業債や公民館整備事業債の増等により

増となりました。

衛生費 対前年度 +25百万円（+1.8％）
霞ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ運営費の増等により増となりました。

農林水産業費 対前年度 ▲22百万円(▲5.7%)
農業基盤整備事業の減等により減となりました。

商工費 対前年度 +112百万円（+32.2％）
ふるさと納税事業の増等により増となりました。

土木費 対前年度 +258百万円（+12.1％）
荒川本郷地区都市計画道路整備事業や住宅維持管

理事業の増等により増となりました。

教育費 対前年度 +1,446百万円（+37.9％）
小学校施設整備事業や公民館維持管理費の増等に

より増となりました。

公債費
諸支出金等

諸収入等

単位：百万円 単位：百万円

消防費 対前年度 ▲15百万円（▲1.8％）
消防車両管理事業の減等により減となりました。
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（一般会計） （一般会計）

　・その他児童福祉の増　（対前年度比+41.7％）
　　民間保育所新設（2箇所）、公定価格の上昇による増

　・障害者福祉の増　（対前年度比+11.4％）
　　障害者介護給付費・障害児給付費の増

（百万円） （百万円）

5,311 4,012

4,213 1,933

3,734 1,581

1,2303,877

扶助費・普通建設事業費

○普通建設事業費は対前年度比9.6％増○扶助費は対前年度比13.7％増
　令和8年度は、小学校施設整備事業（本郷小増築）や公民館維持管理費
（かすみ公民館・君原公民館大規模改修）の増により、対前年度比9.6％の
増となった。なお、普通建設事業の財源には町債を活用し、年度間負担の平
準化を図る。

4,671 3,661

扶助費 普通建設事業費

1,279

1,392

1,616

1,630

1,816

363

378

420

436

449

740

737

736

1,176

1,049

1,297

1,313

1,383

1,381

1,956

55

57

58

48

40

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

4年度

5年度

6年度

7年度

8年度

障害者福祉 医療福祉 児童手当 その他児童福祉 その他

480

751

820

2,379

1,900

1,101

479

1,113

1,281

2,111

0 1,000 2,000 3,000 4,000

4年度

5年度

6年度

7年度

8年度

単独 補助
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（一般会計） （一般会計 ）

【基金年度末残高】 【町債年度末残高】

基金・町債残高

○町債残高は増加
　令和8年度は、本郷小増築、かすみ公民館・君原公民館大規模改修、都
市計画道路整備、町営住宅大規模改修などの財源として約23億円の町債
を発行する予定。
　令和8年度末の町債残高は、約154億円となり、前年度に比べ5.5％増加
する見込み。

　財政調整基金は、公共施設の老朽化に伴う更新・修繕や政
策公約の実現の財源として有効に活用する一方、災害や急
激な経済変動、その他財源に不足が生じたときの備えとして
の残高は確保。

○財政調整基金を有効に活用

基金 町債
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Ⅳ.　資料

令和8年度 令和7年度 比   較 増減率 主　な　増　減　理　由

24,220,000 22,580,000 1,640,000 7.3

10,655,000 10,596,000 59,000 0.6

4,999,000 4,990,000 9,000 0.2 職員給与関係経費の増

4,180,000 4,275,000 ▲95,000 ▲2.2 施設介護サービス給付費の減

1,476,000 1,331,000 145,000 10.9 広域連合納付金（保険料納付金）の増

4,767,177 5,270,246 ▲503,069 ▲9.5

2,010,853 2,534,529 ▲523,676 ▲20.7
年次計画に基づく配水管新設拡張工事延長
減少に伴う減額。追原配水場中央監視設備
更新工事の皆減

下水道事業会計 2,756,324 2,735,717 20,607 0.8

公共下水道事業 2,525,177 2,503,201 21,976 0.9
福田工業団地の下水道整備に伴う工事費の
増及び流域下水道建設費負担金の増

農業集落排水事業 231,147 232,516 ▲1,369 ▲0.6 修繕費の減

39,642,177 38,446,246 1,195,931 3.1合            計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

企　　業　　会　　計

国民健康保険特別会計

水道事業会計

各会計予算総括表

（単位：千円、％）

予　　算　　区　　分

一　　般　　会　　計

特　　別　　会　　計
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（単位：千円、％）

構成比
個人町民税 217百万円の増
法人町民税 64百万円の増
固定資産税 49百万円の減

2 地 方 譲 与 税 193,200 0.8 195,494 ▲2,294 ▲1.2
3 利 子 割 交 付 金 14,162 0.1 6,113 8,049 131.7
4 配 当 割 交 付 金 63,996 0.3 43,697 20,299 46.5
5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 79,650 0.3 70,345 9,305 13.2
6 法 人 事 業 税 交 付 金 136,000 0.6 130,000 6,000 4.6
7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,382,180 5.7 1,266,614 115,566 9.1
8 ゴ ル フ 利 用 税 交 付 金 44,000 0.2 44,000 0 0.0
9 環 境 性 能 割 交 付 金 1 0.0 20,000 ▲19,999 ▲100.0
10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 37,260 0.2 36,545 715 2.0
11 地 方 特 例 交 付 金 108,000 0.4 72,000 36,000 50.0
12 地 方 交 付 税 1,142,001 4.7 910,001 232,000 25.5 普通交付税 232百万円の増
13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,000 0.0 5,000 0 0.0
14 分 担 金 及 び 負 担 金 191,776 0.8 155,737 36,039 23.1 保育所利用者負担金 31百万円の増
15 使 用 料 及 び 手 数 料 242,375 1.0 233,562 8,813 3.8

施設型給付費負担金 262百万円の増
民生安定施設整備事業補助金 205百万円の増
防災安全交付金（都市整備課分） 172百万円の増
学校施設環境改善交付金 135百万円の増
就学前教育・保育施設整備交付金 353百万円の皆減
給食費負担軽減交付金 144百万円の皆増
施設型給付費負担金 143百万円の増
障害者自立支援給付費負担金 27百万円の増
障害児入所・通所給付費負担金 22百万円の増
国勢調査事務委託金 30百万円の皆減

18 財 産 収 入 26,434 0.1 83,016 ▲56,582 ▲68.2 土地売払代金 58百万円の減
19 寄 附 金 507,002 2.1 205,502 301,500 146.7 ふるさと応援寄附金 300百万円の増

公共公益施設整備基金繰入金 104百万円の増
財政調整基金繰入金 94百万円の減

21 繰 越 金 400,000 1.7 400,000 0 0.0
デジタル基盤改革支援補助金 108百万円の皆減
学校給食分担金（児童分） 60百万円の減
学校施設整備事業債 519百万円の皆増
公民館整備事業債 164百万円の増
都市計画道路整備事業債（公共事業等） 134百万円の増
子育て支援総合センター整備事業債 747百万円の皆減

24,220,000 100.0 22,580,000 1,640,000 7.3

38,296 2.520 繰 入 金 1,555,548 6.4 1,517,252

22 諸 収 入 267,559 1.1 472,176 ▲204,617 ▲43.3

2,297,100 12,800 0.6

合　　　　　　　計

23 町 債 2,309,900 9.5

16.1

17 県 支 出 金 1,868,686 7.7 1,553,575 315,111 20.3

16 国 庫 支 出 金 4,011,213 16.6 3,455,910 555,303

増減の主な理由（百万円）

1 町 税 9,634,057 39.8 9,406,361 227,696 2.4

一般会計予算案
（１）歳入

款 令和8年度 令和7年度 比較 増減率
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（単位：千円、％）

構成比

1 議 会 費 183,395 0.8 174,032 9,363 5.4

住民情報ネットワーク運営事業 69百万円の減

戸籍事務費 50百万円の減

防災管理費 43百万円の減

国勢調査事業 30百万円の皆減

庁舎維持管理費 104百万円の増

行政情報ネットワーク運営事業 31百万円の増

子育て支援総合センター整備事業 832百万円の皆減

保育施設整備事業 530百万円の皆減

児童手当支給事業 127百万円の減

民間保育所管理運営事業 650百万円の増

障害者自立支援給付事業 102百万円の増

障害児入所・通所給付事業 89百万円の増

あみ子育て支援センター運営事業 70百万円の皆増

霞クリーンセンター運営費 35百万円の増

予防接種事業 14百万円の増

霞クリーンセンター維持管理費 12百万円の減

農業基盤整備事業 8百万円の減

新規就農者支援事業 5百万円の減

ふるさと納税事業 145百万円の増

特産品振興事業 16百万円の皆増

（２）歳出＜目的別＞
款 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 増減の主な理由（百万円）

2 総 務 費 2,421,339 10.0 2,464,381 ▲43,042 ▲1.7

▲3.8

4 衛 生 費 1,444,561 6.0 1,419,535 25,026 1.8

3 民 生 費 8,917,670 36.8 9,274,547 ▲356,877

▲5.7

6 商 工 費 459,493 1.9 347,695 111,798 32.2

5 農 林 水 産 業 費 356,815 1.5 378,373 ▲21,558
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（単位：千円、％）

構成比

荒川本郷地区都市計画道路整備事業 303百万円の増

住宅維持管理事業 188百万円の増

道路新設改良事業 19百万円の増

牛久阿見ＩＣ周辺開発事業 14百万円の増

道路橋梁維持補修事業 137百万円の減

都市排水路整備事業 61百万円の減

特定地区道路整備事業 36百万円の減

8 消 防 費 809,411 3.3 824,116 ▲14,705 ▲1.8 消防車両管理事業 24百万円の減

小学校施設整備事業 743百万円の増

公民館維持管理費370百万円の増

体育施設維持管理費 187百万円の増

図書館維持管理費 117百万円の増

温水プール整備事業 54百万円の増

総合運動公園維持管理事業 196百万円の減

予科練平和記念館維持管理費 105百万円の減

10 災 害 復 旧 費 1 0.0 1 0 0.0

元金償還費 34百万円の減

利子償還費 25百万円の増

12 諸 支 出 金 364,291 1.5 130,882 233,409 178.3 財政調整基金費 200百万円の増

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0 0.0

24,220,000 100.0 22,580,000 1,640,000 7.3合　　　　　　　計

37.9

11 公 債 費 1,595,201 6.6 1,603,016 ▲7,815 ▲0.5

9 教 育 費 5,260,854 21.7 3,814,915 1,445,939

7 土 木 費

増減の主な理由（百万円）

2,386,969 9.9 2,128,507 258,462 12.1

（２）歳出＜目的別＞続き
款 令和８年度 令和７年度 比較 増減率
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(３)歳出＜性質別＞ （単位：千円、％）

構成比

給料 173百万円の増

職員手当 72百万円の増

共済費用負担金 65百万円の増

退職手当組合負担金 49百万円の増

会計年度任用職員報酬 17百万円の増

ふるさと納税事業 145百万円の増

あみ子育て支援センター運営事業 70百万円の皆増

霞クリーンセンター運営費 34百万円の増

住民情報ネットワーク運営事業 65百万円の減

戸籍事務費 50万円の減

中学校施設整備事業 4百万円の減

さくらクリーンセンター維持管理費 4百万円の減

庁舎維持管理費 10百万円の増

民間保育所等管理運営事業 575百万円の増

障害者自立支援給付事業 102百万円の増

障害児入所・通所給付事業 89百万円の増

医療給付事業 12百万円の増

児童手当支給事業 127百万円の減

民間保育所等管理運営事業 75百万円の増

特産品振興事業 12百万円の皆増

阿見東部工業団地・阿見吉原地区企業誘致事業 68百万円の減

防災管理費 14百万円の減

17.2 3,813,986 350,581 9.2

4 扶 助 費 5,310,516 21.9 4,671,160 639,356 13.7

1 人 件 費 4,164,567

1.3

3

増減の主な理由（百万円）款 令和８年度 令和７年度 比較 増減率

▲2.8

2 物 件 費 4,553,503 18.8 4,495,049 58,454

維 持 補 修 費 124,176 0.5 127,778 ▲3,602

▲847 ▲0.05 補 助 費 等 2,404,703 9.9 2,405,550
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(３)歳出＜性質別＞続き （単位：千円、％）

構成比

小学校施設整備事業 866百万円の増

公民館維持管理費 378百万円の増

荒川本郷地区都市計画道路整備事業 301百万円の増

体育施設維持管理費 189百万円の増

住宅維持管理費 183百万円の増

図書館維持管理費　116百万円の増

庁舎維持管理費 97百万円の増

子育て支援総合センター整備事業 808百万円の皆減

保育施設整備事業 530百万円の皆減

道路橋梁維持補修事業 120百万円の減

予科練平和記念館維持管理費 110百万円の減

7 災 害 復 旧 事 業 費 1 0.0 1 0 0.0

8 公 債 費 1,595,201 6.6 1,603,016 ▲7,815 ▲0.5 元金償還費 34百万円の減

9 積 立 金 364,291 1.5 130,882 233,409 178.3 財政調整基金費 200百万円の増

10 投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0 0 0.0

11 貸 付 金 9,000 0.0 11,400 ▲2,400 ▲21.1 高額療養費貸付事業 2百万円の減

後期高齢者医療特別会計繰出金 22百万円の増

介護保険特別会計繰出金 2百万円の増

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0 0.0

24,220,000 100.0 22,580,000 1,640,000 7.3

1.4

合　　　　　　　計

12 繰 出 金 1,662,542 6.9 1,640,395 22,147

増減の主な理由（百万円）

350,717 9.6

款 令和８年度 令和７年度 比較 増減率

6 普 通 建 設 事 業 費 4,011,500 16.6 3,660,783
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令和8年度　予算の概要
　300-0392
　阿見町中央1-1-1
　阿見町役場総務部財政課

※掲載している表等の構成比率等は、項目ごとに四捨五入で記載しているため、合計が合わない場合があります。 　TEL　029-888-1111
※この概要は、今後の整理により金額その他について変更することがあります。 　FAX　029-887-9560


